
【事業の分類】 関連するSDGｓの目標
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行政経営戦略 731

政策 その他の特色 コストの方向性

基本目標 重点課題プロジェクト 施策コード

公共施設マネジメント コスト増大

施　策 事業種 継・新 公共施設等総合管理計画 骨格・肉付け

公共施設の長寿命化と最適な配置 ハード 継続

事業名 新庁舎周辺環境整備事業 担当部課 総務部 公共施設管理課

事業内容

令和２年度　不動産鑑定、用地取得、
                   墓石等移転補償算定業務
令和３年度　墓石等移転補償
令和４年度　墓石等移転補償、用地取得、諸手数料
令和５年度　墓石等移転補償、用地取得、樹木伐採委託、外構工事、市道工
事
令和６年度　外構工事、市道工事

進捗状況
・

現状

令和3年度　不在者財産管理人選任申立制度活
用により、用地取得、墓石等移転補償交渉中。

事業期間 令和２年度～令和６年度 会計種類 一般会計

事業目的

防災機能の強化や市民サービスの向上を目指すため、新庁
舎を現丸田公園に建設する。これを機に隣接する墓地を庁
舎敷地として整理することにより、新庁舎の周辺環境を一体
的に整備するもの。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

総事業費 180,450 千円
（うち市予算化分）

千円

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 180,843 千円

款 項 目

180,450

2 1 6
180,843 千円

【担当課による評価】

◆活動指標

指標 現状値
当該年度
目標値 最終目標値

公共施設マネジメントの取組を進めるべきと思う市民の割合 64.0% 70.0% 80%

公共建築物の機能や環境が十分に整備されていると思う市民の割合（市民満足度
調査）

R2調査値 36.3 R2調査値+10％

新庁舎周辺の整備率 0% 0% 100%

◆成果指標  

指標 基準値（R1) 当該年度目標値 目標値（R7)

◆事業の必要性など

事業の必要性 ②必要な事業であり、ぜひ実施したい。

公共建築物の延床面積総量の削減率※ 0.2% 0.2% ▲2.4%

行政関与の妥当性 ①行政にしかできない事業である。

事業の効率性
（費用対効果）

②費用はかかるが、それ以上の効果が期待できる。

緊急性 ②今行わなければ、近い将来必ず市民生活に支障が出る。

市民ニーズ ①非常に高い

緊急性

妥当性必要性

効率性
市民ニーズ

緊急

行政関
必要性

効率性
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緊急性

妥当性必要性

効率性
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【事業費】 新庁舎周辺環境整備事業

※二段書きのうち（ ）は市の予算を通らない事業費を表す。 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債
46,400 23,500 7,800 77,700

その他

一般財源（a）
5,211 6,653 6,900 18,764

事業費（A）
51,611 30,153 14,700 96,464

主な事業費内訳
墓石等移転補償、用地取
得、事務所移転補償、樹
木伐採委託

墓石等移転補償、用地取
得、樹木伐採委託、外構
工事、市道整備工事

外構工事、市道整備工事

従事職員数(人) 0.5 0.5 0.5 平均人件費

総コスト（A＋B） 55,961 34,503 19,050
総コスト
計

109,514

8,700

人件費（B） 4,350 4,350 4,350
人件費割合

(%)
11.9

財源の
種類

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等 補助率等
（地方債は交付税措置率）

国庫支出金

46,620

（a＋b） 33,051 20,753 11,580 65,384

地
方
債

実
質
負
担

交付税措置額 18,560 9,400 3,120 -

一般財源充当額（b） 27,840 14,100 4,680

年　　度 積算基礎 合計

県支出金

地方債 合併推進債 合併特例事業推進要綱 （充当率  90％） 40%

令和６年度 市道整備工事　6,000千円、外構工事　8,700千円 14,700 千円

担当部長による
総合評価

新庁舎と丸田池公園が一体となることにより、防災機能・市民の憩いの場などの機能は格段に向上
する。
令和６年度に新庁舎が完成するので、それまでに完成させることが必須である。

令和４年度 不動産鑑定　100千円、墓石等移転補償　42,988千円、手数料　20千円、用地取得　5,503千円、墓石移転業
務委託　1,000千円、樹木伐採業務委託　2,000千円 51,611 千円

令和５年度 墓石等移転補償　5,321千円、墓石移転業務委託　3,000千円、用地取得2,359千円、樹木伐採委託　9,673
千円、市道整備工事　4,000千円、外構工事　5,800千円 30,153 千円

その他
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